
（ ）

高齢社会対策

当初見込み 人

28年度活動見込

250,791 233,246 -

27年度

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

976,790 1,001,568 -

28年度活動見込

-

2,981,239 2,981,239 2,981,239

25年度 26年度

26年度 27年度

2,951,273 2,875,775

25年度

28年度活動見込

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

0.7 - - - -

0.5 - - - -

30

31.5

健康増進事業実施要領

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

95.2 86.3

32.2

27.8

34.5

- -

-

-

- -

404

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0301

年度34

34 年度

-

41.2

-

140 - - - -

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

機能訓練（被指導延人員）
活動実績

人

28年度活動見込

251,241 251,241 251,241

25年度 26年度 27年度

25年度 27年度

48,285 44,021人

当初見込み

人

健康相談（被指導延人員）
活動実績 人

当初見込み 人

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

訪問指導（被訪問指導実人員）

活動指標 単位

活動実績 人

当初見込み 人

単位

1,027,680 1,027,680 1,027,680

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

267 243 403 404 0

455 423

執行率（％） 183% 187% 105%

平成34年度に平均寿命の
増加分を上回る健康寿命
の増加を図る

健康寿命の延伸
（右記数値は平成22年調査
からの平均寿命の伸延。男
女別の数値を合算平均し
た）

成果実績 年

平成２０年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国民の壮年期からの健康づくりと、脳卒中、心臓病等の生活習慣病の予防、早期発見、早期治療を図るとともに、住民の健康増進に資することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

年

-

補正予算

403

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

488

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

市町村は健康増進法１７条の規定に基づく事業を実施しており、国は健康増進法第８条第３項の規定に基づき、都道府県が市町村に補助した経費及び指定都
市が実施した事業に要する経費の一部を補助しているものである。

【健康増進法第１７条に規定する事業】
①健康手帳の交付②健康教育③健康相談④機能訓練⑤訪問指導
【負担割合】国１／３、都道府県１／３、市町村１／３
　　　　　　　 国１／３、政令指定都市２／３

- -

267

- -

- -

運動習慣のある者の割合

25年度

活動実績

事業番号

健康増進事業（健康相談等） 担当部局庁 健康局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 健康課 健康課長　正林　督章

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

社会保障

-

243

平成34年度に運動習慣の
ある者の割合を41%まで引
き上げる

実施方法

定量的な成果目標

％

冊

達成度 ％

健康手帳（交付数）

健康教育（集団健康教育参加延人員）

活動指標

1,443,985

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
健康増進法第１７条

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

26年度

活動実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

当初見込み

冊

活動指標

1,431,696 1,390,990 -

1,443,985 1,443,985

一般会計

54,094 54,094 54,094

集計中 

集計中 

集計中 

集計中 

集計中 

集計中 

集計中 

集計中 

集計中 

集計中 

集計中 



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

計

実績値 ％ 29

疾病予防対策事業費等補
助金

施策 Ⅰ-10-2　生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図るとともに、がんによる死亡者の減少を図ること

政策
基本目標Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
　施策大目標１０　妊産婦・児童から高齢者に至るまでの幅広い年齢層において、地域・職場などの様々な場所で、国民的な健康づくりを推進
すること

-

年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　生活習慣の改善等による健康づくり・疾病予防について、平成２５年度から、健康増進法に基づく「健康日本２１（第二次）」を開始しており、生活習慣
病の発症予防・重症化予防の徹底を基本的な方向の一つに位置付け、適度な運動、適切な食生活、禁煙などの予防や検診を通じて、国民の健康づ
くりを進めている。

-

歳出予算目

- 34

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

30

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

計算式 X　/　Y

0.2

488 /　1,734

26年度

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

-

20～60歳代男性の肥満者の割合
（出典：国民健康・栄養調査）

28年度当初予算

423 / 1,734455 /　1,734

-

-

年度

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

‐

○

百万円

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

単位

X:当該年度執行額（百万円）／Y:事業実施自治体数（市
町村）

単位当たり
コスト

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

政策目的である国民の健康づくりを推進するため、政策体系
の中で優先度の高い健康相談等による生活習慣の改善等を
実施することにより、健康寿命の延伸等を図っている。

補助金交付に当たり、事業に要する経費の精査を行ってい
る。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

-

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

- - -

○

単位

‐

○

-

計画開始時
27年度 28年度

- - - -

404 /1,734

28年度活動見込

0.3 0.3 0.2

404 0

年度

中間目標

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

-

-

目標値

評　価項　　目

健康づくりと生活習慣病の予防等のため、国民の生活習慣
の改善に必要な健康相談等を実施している。

28

目標最終年度

○

404

-

国民の健康増進を推進することは、国及び地方公共団体の
責務（応分負担）である。

集計中 

集計中 



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

302

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
健康相談（被指導延人員）などの活動実績は、当初見込みど
おりである。

○

所管府省・部局名

地域の住民を対象とした健康相談等を実施することは、他の
手段に比べて実効性の高い手段となっている。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

健康日本21（第二次）で定められた成果目標を達成するた
め、必要な成果実績項目を定めている。

事業番号

関
連
事
業

健康増進事業（健康診査等）

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

293

平成24年度

平成27年度

健康増進事業（健康相談等）は健康増進法第17条に基づく
生活習慣改善の相談等の業務である。一方、健康増進事業
（健康診査等）は健康増進法第19条の２に基づき特定健康
診査の対象とならない者に対する健康診査等であり、法律の
位置づけが異なる。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成25年度

274

○

平成26年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

305

238

外部有識者の所見

改善の
方向性

「地域保健・健康増進事業報告」での結果内容及び事業に要する経費の分析を踏まえ、更なる効率的な執行を行うとともに、必要に応じ予算要
求に反映する必要がある。

生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図ることは、国民の健康づくりの推進に不可欠であり、引き続き実施する必要がある。
また、27年度の執行額は予算額を若干上回ったため、補助金交付に当たり、事業に要する経費の精査を行う。

事業名

○

300

279

平成23年度

交付要綱において、事業に必要な対象経費を定めている。

厚生労働省健康局

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省 

423百万円 

事業計画の審査、指導等 

A.都道府県（47） 

     393百万円 

補助 補助 

D.指定都市（20）  

       30百万円 

市区町村への間接補助 事業の実施 

補助 

B.市区町村（1,734） 

       393百万円 

事業の実施 

[墨田区の例] 

委託【随意契約（その他）】 

C.（社福）墨田区社

会福祉事業団 

3百万円 

機能訓練 

委託【随意契約（その他）】 

E.（社福）北九州市

福祉事業団 

4百万円 

健康教育・健康相

談の実施 

[北九州市の例] 



支出先上位１０者リスト
A.

健康増進事業（健康相談
等）

健康増進事業（健康相談
等）

健康増進事業（健康相談
等）

健康増進事業（健康相談
等）

健康増進事業（健康相談
等）

健康増進事業（健康相談
等）

健康増進事業（健康相談
等）

健康増進事業（健康相談
等）

健康増進事業（健康相談
等）

健康増進事業（健康相談
等）

15

13

26

18

17

12

11

10

4000020120006

2000020080004

8000020460001

-

-

-

-

-

- - -

-

- -

法　人　番　号

7000020010006

8000020280003

4000020270008

1000020200000

1000020230006

7000020070009

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-

- -

-

-

-

-

-12

8000020130001 32

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

- -

2

3

9

E.（社福）北九州市福祉事業団 F. 

費　目

6

1

- -

-

0

- -

8

7

計 4

5 - -

- -

4

計

計 3 計 6

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託費 健康教育・健康相談の実施 4

その他 印刷費、通信運搬費等 2

C.（社福）墨田区社会福祉事業団 D.北九州市

費　目 使　途

委託費 機能訓練の実施 3 委託費
（社福）北九州市福祉事業団への健康教育・
健康相談の実施

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 32 計 3

費　目 使　途
金　額

(百万円）

32

B.墨田区

委託費市区町村に対する補助

費　目

（社福）墨田区社会福祉事業団への機能訓
練の実施

使　途

補助金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

4

金　額
(百万円）

A.東京都

3

東京都

北海道

兵庫県

大阪府

長野県

愛知県

福島県

千葉県

茨城県

鹿児島県



B

C

D

E

1

8

9

6

7

横浜市 3000020141003
健康増進事業（健康相談
等）

2 - - - -

10 広島市 9000020341002
健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

大阪市 6000020271004
健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

1

4

5

2

3

千葉市 6000020121002
健康増進事業（健康相談
等）

2 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
社会福祉法人　墨田
区社会福祉事業団

5010605000637 機能訓練の実施 3
随意契約
（その他）

- 100％ －

6

7

4

5

品川区 6000020131091
健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

10

8

9

葛飾区 1000020131229
健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

東大和市 3000020132209
健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

墨田区 6000020131075
健康増進事業（健康相談
等）

3 - - -

- - - -

荒川区 7000020131181
健康増進事業（健康相談
等）

2 - - - -

2

-

北区 8000020131172
健康増進事業（健康相談
等）

3

板橋区 6000020131199

新宿区 7000020131041
健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

練馬区 3000020131202
健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

世田谷区 1000020131121
健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北九州市 8000020401005
健康増進事業（健康相談
等）

6 - - - -

神戸市 9000020281000
健康増進事業（健康相談
等）

2 - - - -

岡山市 5000020331007
健康増進事業（健康相談
等）

2 - - - -

福岡市 3000020401307
健康増進事業（健康相談
等）

2 - - - -

新潟市 5000020151009
健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

静岡市 8000020221007
健康増進事業（健康相談
等）

1 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

社会福祉法人　北九
州市福祉事業団

8290805003987
健康増進事業（健康相談
等）

4
随意契約
（その他）

- 100％ －


